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概要 

南海トラフ巨大地震による地震火災の懸念に備えて、共助・自助による減災力を向上させることが目的である。地域住民

による災害避難計画の立案を支援し、その結果を住民どうしで共有するためのクラウドシステムを開発し実践した。既存

のスタンドアロンシステムをクラウド化し、より多くの地域住民に使用してもらえるようになった。シミュレーション可

能エリアを拡張し、ハザードマップを組み込み、シミュレーション機能を高機能化し、クラウドシステムのさらなる利便

性の向上にも対応した。これらの結果、任意の地域でシミュレーションが可能となり、危険地域の把握およびそれを踏ま

えた避難シミュレーションを容易に行うことが可能となった。また、環境および防災教育用教材を充実し、住民によるハ

ザードマップ作りや、まち作りコミュニティ活動等を支援する機能も開発することによって、平時から使えるシステムと

なった。 
 
１．まえがき 

南海トラフ巨大地震や、都市直下型地震が発生した際、木

造市街地では、同時多発火災による甚大な人的被害が懸念

されている。東日本大震災の教訓は、応援協定や紳士協定

も必要であるが、個々の命を守るためには、自主的な取り

組みと、強制力の必要性である。例えば、防火樹木の整備

や空き家撤去といった延焼拡大要因を排除する住民側で

の対応や、同時多発火災から住民の命を守るための避難指

示の発令といった消防署側での対応が挙げられる。これら

の対応を実行可能な計画にするためには、住民・行政が連

携し、自主的な熟議をベースとするコミュニケーション型

立法によって、自主性と強制力といった背反的な特性を両

立させてこそ、住民の命を守れることに繋げられる。その

ためには、自主的な熟議を支援するシステム開発が不可欠

である。 

本研究では、共助・自助による地震火災や津波被害からの

減災力を向上することを目的として、地域住民による災害

避難計画の立案を支援し、その結果を住民どうしで共有す

るためのクラウドシステムを開発した。リアリティ向上の

ため、地域住民が持ち寄った地理空間情報と、その地域固

有の気象や気候等の環境情報を活用することによって、避

難経路や気象条件をより直感的に設定できるようにした

コミュニティベースの避難支援システムである。また、環

境および防災教育用教材を充実し、住民によるハザードマ

ップ作りや、まち作りコミュニティ活動等を支援する機能

を平時から使えるシステムとなることに留意した。 

 

２．研究開発内容及び成果 
図 1 に、延焼シミュレーションの結果例を示す。風向は北

西に設定したため、出火点から南東に延焼する様子を示し

ている。出火後 75 分経過したとき、赤および黒のボック

スで示された 83 棟の建物は、それぞれ炎上中、および焼

失したことを示している。 

 

延焼する方向とその速度をシミュレーションで確認した

ら、次に避難経路を検討する。避難開始地点と避難先を

クリックして設定すると、図 1 のように最短ルートが自

動的に黄色で表示される。より安全なルートがある場合

は、黄色のルートを手動で修正できるようにしている。

図 1 の避難シナリオでは、火災が発生してから 60 分後

に避難を開始し、徒歩で 15 分後に避難所に到達できる

ことを示している。安全に到着できる場合は、緑の人間

のアイコンで示される。 

図 1 延焼シミュレーションの結果例 



 

人体の安全受熱限界は 2,050 kcal/m2h であるので、炎上

中の建物の外にいても、この値を超える輻射熱を受ける

と危険である。図 2 は、燃えている建物の近くを通り抜

けようとしているときの避難者アイコンが赤色で表示さ

れていることを示している。 
 

 
図 2 安全受熱限界以上の輻射熱を浴びた場合の避難者ア

イコン 

 

図 3 は、街並み設定ツールを使って、街の 1 ブロックを空

き地に変更したら、どれくらい延焼を防止できるようにな

るかをシミュレーションした結果である。比較のために、

木造住宅が密集している南西の場所からも火災が同時に

発生した場合の延焼の様子も示しています。出火してから

2 時間後、更地にした場所では 5 棟しか焼けなかった。一

方、密集した木造住宅エリアでは 312 棟の建物が焼失し

た。更地化の効果は顕著であり、本シミュレータはそれを

定量的に示すことができる。 
 

 
図 3 空き地を活用した火災に強い街作りシミュレーシ

ョンの例 

 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取組 

地震火災から命を守るためには、地震火災時の住民の初期

消火と消防の役割分担に関する対応、火災避難に関する事

前および災時対応の熟議が必要となる。目的を達成するた

めのツールとして、本研究で開発したシステムは愛媛県内

であればどこでも使えることを活かして、愛媛県内の各地

の自主防災会・学校と連携しながら活用し、地域が一体と

なった地震火災対策に繋げていきたいと考えている。一方、

対応できない場所については、パソコンベースで別途開発

しているシステムの開発を併用し、全国で地震火災対策に

備えるための防災教育のモデルカリキュラムを作成した

いと考えている。特に若い世代向けには、他の防災アプリ

とも連携して、必要な防災・減災情報を利活用できる人材、

ディジタル防災士と呼ぶ、を養成していくことが望まれる。 

 

４．むすび 
本研究は、住民と行政が連携し、ハード対策やソフト対策

など、自主的な熟議を基本とするコミュニケーション型立

法を特徴としている。地震時の同時多発火災から命を守る

ために、住民・行政のリスクコミュニケーションによるル

ール作りを行うことが目的である。そのために、汎用的な

シミュレータの開発と支援のための方法論について 3 年
間研究を行った。 
愛媛県西予市では津波避難想定地域でワークショップを

開催し、本研究の火災延焼シミュレータを用いて、住民に

現状の火災リスクや、空き家の撤去による火災延焼リスク

の低減効果を提示した。それらの結果、連合自主防災会が

結成され、各自主防災会が、避難訓練や勉強会などを積極

的に実施するなど、住民の行動変容が見られた。 
また、愛媛県愛南町御荘中学校、愛媛県西予市宇和小学校、

愛媛県松山市高浜小学校において、防災教育前後の意識調

査を行ったところ、共助の意識の有意差が明らかになり、

本研究の有用性を確認できた。 
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